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要　　約
　最適課税論は課税や給付のあり方に関して重要な知見を提供する重要な研究分野であ
り，経済学的手法を用いた財政研究のコアともいうべき分野でもある。マーリーズの研究
以来，労働所得（就労収入）に係る最適課税論は大きな発展を遂げて来たが，特にここ 4
半世紀は，社会における経済的不平等・格差や再分配政策へ関心の高まりに呼応するかの
ように，理論的枠組みの拡張，数量分析の発展，及び，政策問題への応用において以前に
も増した発展を見せている。本論では，ペダゴジカルな視点から，この経済学者の間で共
通財産となった労働所得課税論について紹介する。
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Ⅰ．はじめに

　最適課税論は課税や給付のあり方に関し重要
な知見を提供する，経済学的手法を用いた財政
研究のコアともいうべき分野でもある。労働所
得（就労収入）に係る最適課税論は，マーリー
ズの研究（Mirrlees 1971）を嚆矢として大き
な発展を遂げてきたが，Kaplow（2022）が総
括しているように，この 4 半世紀においては，
経済的不平等・格差や再分配政策に関する社会
的関心の高まりに対応するかのように，分析枠
組みの拡張，数量分析の発展，及び，政策問題
への応用において以前にも増した発展を見せて
いる。

　本論の目的は，これから最適所得課税論の研
究に触れる読者に，所得課税の設計に係る議論
の骨格やそこで参照されるべき実証分析を紹介
することにある。つまり，本稿は，ペダゴジカ
ルな観点からの労働所得課税論への体系的な導
入であり，最新研究を含む研究結果を漏れなく
サーベイ・解説するものではない1）。
　本論の構成は以下の通りである。続く第Ⅱ節
では，分析の基本となる個人（消費者）単位で
の厚生（効用）と税率との関係を取り扱う。こ
こでは，就労する単一の消費者を前提とし，税
率変化が消費者の労働時間選択（＝余暇時間選

＊ 1　本研究は科学研究費（基盤研究 C-21K01521）の支援を受けたものです。
＊ 2　東京大学 大学院経済学研究科 ･ 経済学部教授
１）最新のサーベイとして Kaplow（2022），書籍（講義録）として Boadway（2012），そして，教科書として

Salanié（2011）や Tanninen et al.（2019）を参照。
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択）や厚生にどのような影響を与えるかを考察
する。
　ここで重要となるのは税の「歪み」もしくは
「厚生損失」という概念である。税に歪みがあ
る場合，課税によって徴収された金額と同じ金
額が定額還付されると，同額の金額がそのまま
戻ってくるにも係わらず，課税前よりも効用が
減少する。この度合いは，労働供給の賃金率弾
力性に依存することになるが，この観点から，
同節では，日本のデータを用いた賃金率弾力性
にかかる実証分析の紹介と批評も行う。
　第Ⅲ節では，労働供給の代わりに就労収入の
反応度を利用した，厚生分析を紹介する。ここ
で重要なのは，労働所得課税は労働供給以外の
消費者による選択にも影響を与える可能性があ
る点である。
　Slemrod（1995）は，税制変化に対する消費
者の反応を，労働供給等の実質的反応（real 
responses）， 租 税 逋 脱 を 含 む 回 避 的 反 応
（avoidance responses），そして，複数年にわ
たる税負担調整（timing responses）の 3 つに
分けている。例えば，回避的反応には，本来は
現金で受け取る報酬を減らし，その分を課税対
象ではないフリンジベネフィット等の現物で受
け取ることや，確定申告の際に税制の知識を駆
使して（もしくは，税法に違反して），申告所
得を減らすこと等が挙げられるが，申告される
就労収入（労働所得）にはこれらの反応が反映
されることになる。
　したがって，その場合には，第Ⅱ節で考察す
る労働供給の賃金率弾力性だけでは税の歪みは
捉えきれない可能性があり，代わりに，税率変
更に対する就労収入の弾力性を用いる必要があ
る。消費者の対応が労働供給に限られる場合，
就労収入の弾力性と労働の賃金弾力性は同値と
なるが，既述の回避的反応等の他の調整方法が
ある場合，就労収入の弾力性は労働の賃金率弾
力性より大きくなるからだ。この観点から，同
節では日本のデータを用いた就労収入の弾力性
にかかる実証分析の紹介も行う。
　第Ⅳ節では複数の異なった消費者が存在する

経済における厚生分析を取り扱う。まず，稼得
能力（賃金率）が異なる消費者を扱ったマーリー
ズ・モデルの構造を比較的詳しく紹介するが，
同モデルの欠点は分析結果の直感的な解釈が難
しい点であった。
　そこで Diamond（1998）は，労働供給に所得
効果が無いケースを前提として，マーリーズの
結果を直感的に解釈できる，稼得能力に沿った
最適税率表の定式化を行った。さらに Saez
（2001）はそれを一歩進め，稼得能力ではなく，
就労収入に沿った最適税率表を定式化している。
これらの最適税率は幾つかのパラメータによっ
て決定されるが，その 1 つが労働供給の賃金率
弾力性（Diamond 1998）や就労収入の賃金率弾
力性（Saez 2001）である。
　なお，これらの定式は最適な最高税率の算定
にも利用されており，同節では日本における最適
最高税率の試算をも紹介する。
　第Ⅴ節では，労働供給が離散的である場合の
最適課税論を紹介する。ここでは消費者が就労
していることを前提にした「どれくらい働くか」
という時間調整（intensive margin）ではなく，

「働くか働かないか」という市場参加（extensive 
margin）を対象とした分析を扱う。前者の時間
調整のみを前提とするモデルの場合，稼得能力
を扱うか，就労収入を扱うかにかかわらず最適
な限界税率は負にならないという結果を得る
が，後者の市場参加を前提とするモデルでは低
稼得能力者への限界税率が負になる（給付にな
る）可能性がある。
　ここでは，Saez（2002）に準拠した単純なモ
デルを用いることで，低稼得能力者の最適限界
税率が負になる場合があることを示す理論モデ
ルを解説する。なお，後者の離散選択の場合で
も，最適税率や社会厚生が，ここで「参加弾力性」
と呼ばれる消費者の反応に影響されるのは変わ
りない。しかし，日本のデータを用いた研究では，
この参加弾力性を適切に識別する形で就労確率
は推定されていないようだ。
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Ⅱ．税の歪みと労働供給

Ⅱ－１．労働供給と厚生損失
　消費者の効用水準を，標準的な特性を有した
効用関数 U＝U（c, l）を用いて表現する。ここ
で c と l はそれぞれ消費額（基準財）と余暇時
間である。余暇賦存量を L とすると労働時間
は h≡L－l と表記され，効用関数は

U＝u（c, h）≡u（c, L－h）� （１）

と再表記できる。一方，予算制約は（税引き前）
賃金率を W と表すと，

c＝Wh－T（Wh）� （２）

となる。ここで T＝T（Wh）は，T＞0 ならば
税額，T＜0 ならば給付額であり，その値は課
税・給付前の所得（就労収入）Wh によって変
化する。したがって，以下では便宜的に T（・）
を「租税関数」と呼ぶが，それは給付額も表す
関数であることに留意したい。
　内点解を想定すれば，消費者は式 1 と式 2 か
ら導き出される 1 階の条件

� （３）

と予算制約（式 2）を満たすように，労働供給

h＝h（w, M）� （４）

を決定する。ただし，w≡（1－T′（Wh））W は
税 引 き 後 賃 金 率，M は 後 述 す る 実 効 所 得
（virtual income）である。
　ここで，数式を使った展開を容易にするため
幾つかの仮定を導入しよう。まず，余暇賦存量
L が 1 となる（L≡1）ように基準化し，かつ，
効用関数の形は

u（c, L－h）＝c＋b（1－h）� （５）

と準線形であると仮定する。さらに，余暇から
の効用を表す関数 b（・）は，b′（・）＞0，b″（・）＜

0 と仮定する。なお準線形の効用関数には所得
効果は存在しないが，この仮定は続く数式展開
を容易にするためである。後述するように，所
得効果が余暇消費，つまり，労働供給に存在す
ることを示す実証分析は多数存在する。
　次に，租税関数は一定の限界税率 m と定額
給付 A を有する線形関数

T（Wh）＝mWh－A� （６）

として与えられると仮定する。ここから予算制
約は

c＝（1－m）Wh＋A� （７）

となる。効用を最大化する労働時間 h は，この
予算制約（式 7）を効用関数（式 5）に代入した

U＝（1－m）Wh＋A＋b（1－h）� （８）

から得られる 1 階の条件

b′（1－h）＝（1－m）W� （９）

から導出できる。つまり，税引き後賃金率 w≡
（1－m）W が変化すると，式 9 を満たすように
h の値も変化するから，労働供給関数は

h＝h（（1－m）W）� （10）

と表記できる。準線形の効用関数を用いている
ので，この労働供給は所得に依存せず，税引き
後賃金率のみの関数になる。
　なお，最大化された効用水準は，式 10 を式
8 に代入した間接効用関数

U＝（1－m）Wh（（1－m）W）＋A 
  ＋b（1－h（（1－m）W））� （11）

として表現できる。
　図 1 はこの選択を図示している。消費 c を縦
軸に労働時間 h を横軸に測った同図では，無差

（1－T′（Wh））W＝
∂u（c, h）/∂c
∂u（c, h）/∂h
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別曲線は右上がりの右下に凸の曲線となり，予
算線は切片 A 及び傾き w≡（1－m）W の直線と
なる。この予算線の傾きは消費を基準とした労
働の対価（余暇の価格）として解釈できる。
　課税による厚生損失，つまり，「歪み」は，
限界税率を増加させた（dm＞0），それによる
納税額の増分（dT＞0）をそのまま定額給付の
増加として還付（dA＝dT）した場合の厚生の
変化（減少）として表現できる。まず，限界税
率 m の増加による効用の変化（dU＊）は

dU＊＝－Whdm� （12）

となる2）。次に，限界税率が増加することに起
因する税額の増加分 dT が，定額給付増として
還付（dA＝dT）されることによる効用の変化
（dU＊＊）は，式 11 より，dU＊＊＝dA＝dT と

なる。税額は T＝mWh（（1－m）W）であるから，
限界税率の変化に起因する，その変化は

� （13）

と表記できる3）。したがって，dU＊＊＝dA＝dT
より，

� （14）

となる。なお，労働の（税引き後）賃金率弾力性

� （15）

は，効用関数の準線形性により正の値をとる。
　ここから，税率増加による効用減少（dU＊＜

dT＝（Wh－mWh′W）dm

⎛
⎝

⎞
⎠＝Wh・ η dm1－

1－m
m

⎛
⎝

⎞
⎠dU＊＊＝Wh・ η dm1－

1－m
m

η≡ h′
h

（1－m）W

２）間接効用関数（式 11）を m と h について全微分すると，dU＊＝－Whdm＋｛（1－m）W－b′（1－h）｝h′（w）
dm を得るが，1 階の条件（式 9）により，第 2 項がゼロとなる。なお，ここでは賃金率 W は税率変化の影
響を受けない（労働需要の価格弾力性が∞）と仮定している。

３）労働供給関数を利用した税収の表記 T＝mWh（（1－m）W）を m について全微分した表現 dT＝（Wh－
mWh′W）dm を労働の賃金弾力性の定義（式 15）を用いて整理している。

図１　就労時間と消費

h 
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0）と税額増分の定額還付による効用変化（dU
＊＊）を加味した効用の変化（厚生損失）は，
式 12 と式 14 から，

� （16）

となり，その値は労働の賃金率弾力性ηに依
存することが分かる。つまり，労働が賃金率に
対して敏感に反応するほど厚生損失は大きくな
り，労働供給が賃金率に反応しなければ（η＝
0）厚生損失はゼロとなる。
　なお，税率増による効用変化（式 12）を当該
税率増による税収変化（式 13）で割ると，税収
が 1 単位増えることによる，追加的な効用の減
少額となる。これに－1 を掛けて損失を表す指
標とすると，「公的資金の限界費用（MCF：
marginal cost of public funds）」

�
（17）

を得る4）。式 17 から，1 円の税収は 1 円以上の
厚生損失を生み，MCF の 1 からの乖離は税の
歪みの度合いに対応することが理解できる。本
来 MCF は費用便益分析における「費用」を実
質化するための乗数として利用されるが，この
ように税の歪みを示す指標としても利用できる5）。

Ⅱ－２．超過累進課税と労働供給の弾力性
　上記のような労働供給の賃金率弾力性と厚生
損失の関連を背景に，欧米では古くから労働の
賃金弾力性が推定されてきた。まず，推定にお
ける重要な論点を理解するために，再度，一般
的な効用関数（式 1）と租税関数（T（Wh））
に戻ろう。1 階の条件（式 3）と予算制約（式 2）
からは，税引き前

4

賃金 W を説明変数に含む関
数 h＝Q（W）も導出できる。したがって，労

働供給関数を表す回帰モデルが税引き前賃金を
説明変数として含むと，それは h＝Q（W）を
推定することになる。しかし，この関数は選好
U（・）と租税関数 T（・）が混じり合ったモン
グレル（mongrel）であるから，その推定から
得られるのは，不変の租税関数の下で税引き前
賃金が労働供給に与える効果に過ぎない。税制
変更とは租税関数の形を変えることである。し
たがって，この推定からの結果は税制変更の評
価 に は 利 用 で き な い こ と は 自 明 で あ ろ う
（Blomquist 1988）。税制変更が労働供給に与
える効果を評価するためには，選好を特徴付け
る労働供給の賃金率弾力性を識別する必要があ
り，実際の制度に従って租税関数を特定化し，
最適化問題に織り込む必要がある。
　周知の通り，日本を含む多くの国では超過累
進的な所得税制を採用している。その場合，h
が増加すれば就労収入も増加し，課税ブラケッ
トの上方移動を通じて限界税率も増加する。図
2 は，3 つのブラケットを前提に，超過累進税制
の下での予算線を示している（なお，単純化の
為，定額給付はゼロとしている）。ここで mj は
第 j ブラケットの限界税率である（第 1 ブラ
ケットでは課税なし：m3＞m2＞m1＝0）。また，
Hj は第 j ブラケットの上限 Yj に対応する労働
時間 Hj≡Yj/W である。
　同 図 に 描 か れ て い る 予 算 線 は 屈 折 線 形
（piece-wise linear）と形容される。消費選択
が特定のブラケットで行われている場合，その
選択は，破線で表した当該ブラケットから得ら
れる線形の予算線の下での消費選択として再現
できる（Hall 1973）。つまり，消費者がその労
働時間を第 j ブラケットで選択している場合，
その選択は，傾きを w＝（1－mj）W，切片を  
　　　　　　　　　　　　 と す る 予 算 線 c＝

dU＝dU＊＋dU＊＊＝－Wh ηdm
1－m
m

MCF≡－
dT
dU＊

η
＝ ＞1

1－

1

1－m
m

M＝∑j
s＝2（ms－ms－1）WHs－1

４）一般的なケースでは分子（効用変化）を所得の限界効用で更に割る（基準化する）必要があるが，準線形
の効用関数では，効用は消費（所得）の単位と同じであるから，所得の限界効用は 1 となる。つまり，ここ
では所得の限界効用で基準化する必要は無い。MCF については，Dahlby（2008），MCF の日本語の解説は
林（2000）を参照せよ。

５）式 17 は Chetty（2009）の言う十分統計量（sufficient statistics）の一例である。ここから，MCF に関す
る研究は十分統計量にかかる議論の先駆けであると理解できる。
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wh＋M の下での選択として表現できる。ここで
の切片 M が式 4 における「実効所得（virtual 
income）」である。
　式 4 の推定を通じて，価格効果（∂h/∂w）
と所得効果（∂h/∂M）が推定できる。価格効
果を弾力性で表現した値η≡（∂h/∂w）w/h は，
労働供給の非補償弾力性とも呼ばれるが，それ
はスルツキー方程式により，

� （18）

と，補償弾力性ηc≡（∂h/∂w︱Ū）w/h と所得効
果を用いた表現 w∂h/∂M に分解できる。この
式 18 により，補償弾力性は非補償弾力性と所
得効果の推定値から算定できる。準線形の効用
関数の場合，∂h/∂M＝0 であるから，η＝ηc＞
0 となるが，∂h/∂M≠0 の場合，価格効果（∂h/
∂w），及び，補償弾力性と所得効果によって算
定される非補償弾力性の符号は先験的には分か
らない。標準的な消費者理論に従うと，税引き
後賃金率の上昇は，代替効果として余暇消費を
減少（労働時間を増加）させる（ηc＞0）一方で，

実質的に所得を増やすことになるから，余暇が
正常財（∂l/∂M＝－∂h/∂M＞0）ならば，所得
効果として余暇時間を増加（労働時間を減少）
させる（∂h/∂M＜0）。したがって，余暇が正
常財である場合，税引き後賃金率の変化が労働
供給に与える効果の方向は理論的には明らかで
ない。もちろん，余暇が正常財でない場合（劣
等財である場合）は，非補償弾力性は必ず正と
なる。

Ⅱ－３．労働供給の弾力性の推定
　欧米では古くから数多くの研究において労働
供給の賃金率弾力性が推定されてきたが，日本
を対象にした実証分析においては必ずしもそう
ではなかった。特に 2000 年代初頭までは，税
制に配慮した形で適切に労働の賃金弾力性を推
定した研究は存在しなかった（林 2003, Bessho 
and Hayashi 2005）。
　欧米において古くから用いられていた手法を
用いた推定は，漸く 2000 年代後半から，表 1 に
示すように日本を対象とした研究でも行われるよ

η＝ηc＋w
∂M
∂h

図２　屈折線形の予算制約

2 1 1

2 2

ℎ
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表１　労働供給の弾力性

非補償 所得効果 補償 手法

Bessho & Hayashi
（2005）

片働き既婚男性（25-
55 歳）

0.113 －0.087♢ 0.668 ML（Hausman）

Akabayashi（2006）
既婚女性（パートタ
イム：21-60 歳）

0.098～0.245
－0.411～
－0.211♡ 0.133～0.305 ML（Hausman）

高橋（2010） 既婚女性 0.185 －0.250♡ 0.275 ML（Hausman）

Bessho & Hayashi
（2011）

片働き既婚男性（25-
55 歳）

0.632 0.343♢ 0.286 ML（Hausman）

0.423 －0.752♢ 1.174 ML（Zabalza）

0.259 －0.473♢ 0.732 DCM with translog utility

独身男性（25-55 歳）

0.496 0.103♢ 0.366 ML（Hausman）

0.549 －0.767♢ 1.317 ML（Zabalza）

0.300 －0.457♢ 0.757 DCM with translog utility

Yamada（2011） 既婚女性 0.74～0.81♧ Dynamic & IV

Bessho & Hayashi
（2013）

独身及び片働き既婚
男性（25-55 歳）

－0.026～
－0.008

ML（Zabalza）

Bessho & Hayashi
（2014）

既婚男性（25-55 歳） 0.032♤

DCM with translog utility
既婚女性（25-55 歳） 0.031♤

Inoue（2015）

男性（18-65 歳） 0.003♧

Dynamic with fixed l & IV

非正規 0.365♧

正規 0.002♧

女性（18-65 歳） 0.587♧

非正規 0.544♧

正規 0.746♧

Bessho & Hayashi
（2015）

独身 0.016♤

DCM with translog utility既婚男性 0.042♤

既婚女性 0.063♤

Bessho（2018）

既婚男性（25-55 歳）
0.057♤ DCM with level-quadratic 

utility

－0.007♤ DCM with translog utility

既婚女性（25-55 歳）
0.138♤ DCM with level-quadratic 

utility

0.107♤ DCM with translog utility

Ogasa（2019）
既婚男性（25-55 歳） 0.14♤ DCM with level-quadratic 

utility既婚女性（25-55 歳） 0.27♤

注：�（1）♤は税引き前賃金に関する弾力性を示す。（2）♡は所得弾力性（（M/h）∂h/∂M）を表す。（3）♢はスルツキー方程式を利用
した表現（式 18）における所得効果の表現（w∂h/∂M）の値を表す。（4）♧は多期間（動学）モデルに基づいたフリッシュ（Frisch）
弾力性を表す。（5）ML （Hausman）：Hausman（1985）による最尤法を用いた推定。（6）ML （Zabalza）：Zabalza（1983）によ
る最尤法を用いた推定。（7）DCM：Van Soest（1995）に基づく離散選択法によるパラメータ推定ならびに Creedy and Kalb
（2005, 2006）によるカリブレーションを用いた弾力性算定。Translog utility は引数を全て自然対数変換したものを二次形式に表
した効用関数，level-quadratic は引数をそのまま二次形式で表した効用関数。（9）IV：操作変数法に基づいた推定。
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うになった。第 1 は，Hausman（1979, 1985）に
よる方法を用いた推定（Bessho and Hayashi 
2005, 2011, Akabayashi 2006, 高橋 2010）である。
この方法は線形の労働供給関数と線型屈折型の
予算制約に基づく尤度関数を用いた方法である。
　第 2 は，Zabalza（1983）による方法を用いた
最尤法による推定（Bessho and Hayashi 2011, 
2013）である。ここでは効用関数を CES 型に特
定化することを利用して尤度関数が導出されて
いる。
　第 3 は，Van Soest（1995）による離散選択法
（DCM：discrete-choice model）に基づく研究
である（Bessho and Hayashi 2011, 2014, 2015, 
Ogasa 2019）。ここでは，効用関数を特定化し，
離散的な労働供給量の選択問題を考える。弾力
性は，多項ロジット・モデルを利用して尤度推
定した効用関数のパラメータを用いた，カリブ
レーション（e.g., Creedy and Kalb 2005, 2006）
と呼ばれる疑似乱数発生器を用いたシミュレー
ションに基づいて算定される。なお，多くの
DCM 研究では税引き前賃金を変動させた場合の
労働供給の変化がシミュレートされており，労働
供給の弾力性は税引き後賃金ではなく，税引き
前賃金に関して算定されている。
　第 4 は，Heckman and MaCurdy（1980 ） に
始まる，多期間に渡る意思決定を前提とした動
学モデルに基づく賃金弾力性（フリッシュ弾力
性） の 推 定 で あ る（Yamada 2011, Inoue 
2015）。ここでは，就労収入以外の収入は資本所
得として内生化されているため，所得効果は推
定されない。

　表 1 にみるように，就労年齢層，男・女，既婚・
未婚，正規・非正規という異なる標本を用いた場
合だけではなく，同一の標本であっても，推定手法，
モデルの特定化によって推定結果は大きく異なっ
ている。第 1 に，Hausman 法による推定値は
不安定である。Bessho and Hayashi（2011）
では，Hausman 法による非補償弾力性は大き
な値（0.632）を示しているが，それは所得効
果が正の値として（余暇が劣等財として）推定
されているからである。一方，Akabayashi
（2006）や高橋（2010）では，既婚女性のパー
ト就労を対象としているにも関わらず，同値は
0.098～0.245（Akabayashi 2006）や 0.185（高
橋 2010）とそれほど大きくない。
　第 2 に，フリッシュ弾力性は，既婚女性を対
象とした Yamada（2011）では 0.74～0.81，女
性（18 歳～65 歳）を対象とした Inoue（2015）
では 0.544～0.746 と比較的大きな値となってい
る。理論的にフリッシュ弾力性は他の弾力性よ
りも高くなると示すことができる（Keane 
2022）が，表 1 に掲載されている弾力性の値の
間でも，既述の正の所得効果の場合を除くと，
最も高い値を示している。
　第 3 に，概ね DCM を用いた推計値は低い。
同 一 の デ ー タ を 用 い た Bessho and Hayashi
（2011）では他の手法による推定値より低い値
となり，Bessho and Hayashi（2014, 2015）で
も 0.1 以 下 で あ る。Bessho（2018） や Ogasa
（2019）では若干大きめであるが，せいぜい 0.27
（既婚女性）に留まっている。

Ⅲ．就労収入と厚生損失

　前節では，税制に対して労働供給のみが反応
する場合を考えたが，消費者は労働供給以外の
経路を介して反応する場合がある（Slemrod 
1995）。例えば，納税者は，税負担を軽減する

ために，課税対象となる現金の代わりに課税対
象とならないフリンジベネフィット等で報酬を
受け取るかもしれない。また，税制の知識を駆
使して，もしくは，税法に違反して，申告所得
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を減らすかもしれない。このような租税回避的・
逋脱的な行動を前提とすると，労働供給の反応
だけでは所得課税の歪みは捉えきれない可能性
がある。このような回避的・逋脱的反応の結果
は申告される就労収入に反映される。したがっ
て，近年の研究では，労働時間ではなく就労収
入や課税所得を用いて税率変化に対する消費者
の反応が推定されるようになっている。

Ⅲ－１．課税対象収入が労働供給のみに影響を
うける場合

　まず前節との繋がりを示すために，労働時間
h で表記した式 5 と式 7 からなる最適問題を，
税引き前所得（就労収入）

y≡Wh� （19）

を用いて再現しよう。ここで目的関数（式 5）
と予算制約（式 7）はそれぞれ

� （20）

c＝（1－m）y＋A� （21）

と再表記できる。式 21 を式 20 に代入すると，
U＝（1－m）y＋A＋b（1－y/W）となるから，こ
れを最大化する y の値は，1 階の条件

� （22）

を y について解くことによって得ることができ
る。その解は，「net-of-tax rate （share）」と呼
ばれる 1－m（と税引き前賃金率 W）を引数と
した収入関数

y＝y（1－m,W）� （23）

となる。この最適化問題を図示したものが，消
費 c を縦軸に収入 y を横軸に測った図 3 であ
る。この図は所与の W の値に関して導出され
ており，無差別曲線は図 1 と同様に右上がりの
右下に凸の曲線，予算制約は切片 A 及び傾き 1
－m の直線となる。ここで，この傾き 1－m，
つまり，net-of-tax rate の解釈は以下の通りで
ある。図 1 で w が消費の価値で測った労働 1
単位の対価を表しているように，図 3 において，
傾き 1－m は消費の価値で測った就労収入が 1
単位減少することの対価を表している。税率が
ゼロならば，1 単位の収入減は 1 単位の消費増
に繋がるため，両者の価値比率は 1 となる。税
率が 1 以下で正の値をとる場合，1 単位の収入
減は 1 単位以下の消費減で済む。つまり，消費
で測った収入の価値は 1 以下になる6）。
　前節と同様，限界税率の増加による厚生損失
を導出しよう。ここでは限界税率の増加（dm
＞0）による効用変化（dU＊）は，

dU＊＝－ydm

となり7），税額増を定額給付として還付する場
合の効用変化（dU＊＊）は，

となる8）。ただし，

� （24）

は就労収入の価格弾力性である。以上より，厚
生損失は

� （25）

となる。一方，MCF は，

⎛
⎝

⎞
⎠c, 

W
y

W
y⎛

⎝
⎞
⎠U＝V（c, y, W）≡u ＝c＋b 1－

W
y

W
1⎛

⎝
⎞
⎠b′ ＝1－m1－

⎛
⎝

⎞
⎠dU＊＊＝dT＝y・ ey dm1－

1－m
m

ey≡ ・
y

1－m
∂（1－m）

∂g

dU＝dU＊＋dU＊＊＝－y eydm1－m
m

６）本文の例では準線形型の効用関数を前提に数式を展開しているが，この傾きの解釈は予算線に係るもので
あるから，一般的な効用関数の場合にも当て嵌まる。

７）U＝（1－m）y＋A＋b（1－y/W）を m と y に関し全微分すると，dU＊＝－ydm＋｛（1－m）－b′（1－y/W）/W｝
（∂y/∂（1－m））d（1－m）/dm を得るが，式 22 により，dU＊＝－ydm を得る。

８）U＝（1－m）y＋A＋b（1－y/W）より，dU＊＊＝dA，納税増の還付 dA＝dT，および納税増加額 dT＝（y－m（dy/
dm））dm を利用する。ここで dy/dm＝（∂g/∂（1－m））d（1－m）/dm となる。
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�
（26）

と表現できる。なお，y＝g（1－m,W）＝Wh（（1
－m）W）より，

であるから，ey＝ηである。つまり，厚生損失
（式 25）と MCF（式 26）は労働供給を用い
て表記した場合と等しいことが分かる。

Ⅲ－２．課税対象収入を労働時間以外で調整で
きる場合

　次に，消費者が収入 y の一部 x を申告しない
場合を考える。ただし，非申告額 x に応じて貨
幣単位で測った費用 a（x）が生じる（a′（x）＞0）
と仮定する（なお，a″（x）＞0 とする）。この場
合，消費者の予算制約は以下のようになる。

c＝�z＋x－m・z＋A－a（x）＝（1－m）z＋A 
＋x－a（x）� （27）

ここで，z≡y－x は納税者が課税当局に申告す
る収入（申告収入）である。式 20 に式 27 を代
入すると

� （28）

を得る。この効用を最大化する申告収入額 z と
非申告収入額 x は，1 階の条件

� （29）

� （30）

を，W を所与とした場合に，同時に解く関数
として

z＝z（1－m,W）� （31）

MCF≡－
dT
dU＊

ey

＝
1－

1

1－m
m

h′
h

（1－m）W
＝・

y
1－m

∂（1－m）
∂g

W
z＋x⎛

⎝
⎞
⎠U＝（1－m）z＋A＋x－a（x）＋b 1－

W
z＋x⎞

⎠W
1⎛

⎝b′ ＝1－m1－

W
z＋x⎞

⎠W
1⎛

⎝b′ ＝1－a′（x）1－

図３　就労収入と消費
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x＝x（1－m,W）� （32）

と表現できる。式 31 と式 32 を目的関数（式
28）に代入した間接効用関数

�
（33）

から以下の結果を得る。まず，限界税率増加
（dm＞0）の効果は

dŪ＊＝－zdm� （34）

となる9）。次に税額増加分を定額還付する（dA
＝dT）ことの効果は，

� （35）

である10）。ただし，ez は申告所得の弾力性

� （36）

である。式 34 と式 35 から，税率増と増税分定
額還付による効用の変化は

� （37）

となる。なお，MCF は，式 34 と式 35 から，
以下のように表現できる。

� （38）

Ⅲ－３．比較
　ここでⅢ-1 とⅢ-2 の結果を比較しよう。就労

収入（式 23）の net-of-tax rate に対する反応は，

� （39）

である11）。その一方，申告収入関数（式 31）
の同様の反応は

� （40）

となり12），ここで限界税率 m が増加すると（1
－m が減少するので）申告収入は減少するこ
とが分かる。両式における b″は就労収入 y の
値に依存するが，両式での y の値は同値である
ため13），両式における b″も同値となる。つまり，
式 40 と式 39 の比率は以下のように表現できる。

� （41）

ここで弾力性の比率は

�
（42）

となり，さらに y/z＝1＋x/z の分だけ，申告所得
の反応が大きくなる。なお，厚生損失の比率は

�

（43）

となり，式 41 と同値になる。いずれにせよ，

U＝（1－m）z（1－m, W）＋A＋x（1－m, W）
－a（x（1－m, W））

W
z（1－m, W）＋x（1－m, W）⎛

⎝
⎞
⎠＋b 1－

⎛
⎝

⎞
⎠dU＊＊＝dT＝z・ ez dm1－

1－m
m‾

ez≡ z
1－m

∂（1－m）
∂z

dU＝dU＊＋dU＊＊＝－z ezdm1－m
m‾ ‾‾

－
dT
dU＊

ez

＝
1－

1

1－m
m

‾

＝ ＞0
－b′′/W2

1
∂（1－m）

∂y

＝ ＞0
－b′′/W2

1－（b′′/W2）/a′′
∂（1－m）

∂z

＝1－ ＞1
a′′

b′′/W2

∂y/∂（1－m）
∂z/∂（1－m）

⎛
⎝

⎞
⎠・ ・＝

ey

ez

z
y

z
x

＝ 1＋ ⎛
⎝

⎞
⎠1－ ＞1

a′′
b′′/W2

∂y/∂（1－m）
∂z/∂（1－m）

⎛
⎝

⎞
⎠・ ・＝

ey

ez

z
y

z
x

＝ 1＋ ⎛
⎝

⎞
⎠1－ ＞1

a′′
b′′/W2

∂y/∂（1－m）
∂z/∂（1－m）

・
ey

ez

y
z

dU
dU

eydm
＝ ＝

－y
1－m
m

ezdm－z
1－m
m

‾

＝1－ ＞1
a′′

b′′/W2

９）Ū＊＝－zdm＋｛（1－m）－b ′（1－y/W）/W ｝（∂z/∂（1－m））（d（1－m）/dm）dm＋｛1－d ′－b ′（1－y/W ）/W｝
（∂z/∂（1－m））（d（1－m）/dm）dm となるが，1 階の条件（式 29 及び式 30）によって第 2 項と第 3 項はゼ
ロとなる。

10）dT＝zdm＋m（∂z/∂（1－m））（d（1－m）/dm）dm 及び式 34 を利用する。
11）式 22 の 1 階の条件を全微分し，まとめれば良い，
12）式 29（b′/W＝1－m）を利用すると，式 30 は 1－a′（x）－（1－m）＝0 となるので，これを全微分することで，

dx＝－d（1－m）/a″を得る。式 29 から d（1－m）＋（b″/W 2）dz＋（b″/W 2）dx＝0 を得るので，これに dx＝－d（1
－m）/a″を代入して整理すれば良い。

13）式 22 と式 29 を比較せよ。
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弾力性も厚生損失も，回避的行動によって拡大
する。

Ⅲ－４．課税所得（就労収入）の弾力性の推定
　上記の申告収入を例にとったモデルのように，
課税当局が把握する収入・所得には，労働供給
に限らない消費者の反応が反映されると考えら
れ る。 し た が っ て， 労 働 供 給 に 代 っ て，
Feldstein（1995）を嚆矢とする就労収入・労働
所得を用いた分析が開始され，その数は特に
2000 年代に入って増加してきた（Saez et al. 
2012）。日本でも，欧米の研究と比べると数は限
られるが，表 2 のような実証研究が行われている。
同表に見るように，これら弾力性の推定値には大
きな開きがある。これらの範囲（－11.908～0.85）
は若干常軌を逸しているが，理論的に予測され
る正の値に限っても，0.074～0.85 という広範囲
にわたる。この理由は以下の通りであろう。
　第 1 に，データ自体が大きく異なる。前項ま
でで議論した回避的反応を前提とすると，申告
制 を 前 提 と し た 申 告 収 入・ 所 得（reported 
income）を用いるべきであろう。しかし，申
告データを用いている研究は，八塩（2005）と
Miyazaki and Ishida（2022）のみである。前
者は所得階層別に集計された事業所得（所得控
除前）を利用しており，個票データを用いてい
るのは，高額納税者公示を利用した後者のみで
ある。しかし，同公示では 83 年以降は課税所
得額の代わりに納税額しか公表されていないた
め，後者では納税額から課税所得が逆算されて
いる。これら以外の研究においては，統計調査
の個票から一定の仮定の下で収入（所得）を算
定し，それに控除制度を参照することで課税所
得を得ている14）。しかしながら，これら他の研

究で用いられている源泉徴収を前提とする収入
データや税務統計以外からの収入データを利用
する分析においては，労働供給の代わりに収入
を用いることに繋がった，本節で議論している
問題意識を十分に反映できないはずである。
　第 2 に，データの利用方法も多様である。初
期の研究である内閣府政策統括官（2001）では，
標本を税制変更前と変更後の 2 群に分け，それ
ぞれを更に，税制変更に影響を受ける群と受け
ない群に分けることで得られる 4 つの群各々の平
均値を利用した「差の差」による分析を行ってい
る。また，八塩（2005）は，この手法を改良した

「差の差の差」を利用している。いずれの場合も，
群毎の平均のみを用いた算術の結果であるため，
弾力性の値には推測統計的な特徴付けは行われ
ていない。その他個票を用いている研究では，繰
り返し横断面データ（北村・宮崎 2013，上村ほ
か 2016）やパネルデータ（上村ほか 2016，栗田
2019，Miyazaki and Ishida 2022）といった，各々
のデータ形式に適合した形式で推定が行われて
いる。
　第 3 に，これらの研究は弾力性の値を適切に
推定できていない可能性がある。初期の欧米に
おける研究にも当て嵌まるこの原因は大凡次の
3 つに分けることが出来る。第 1 は，所得効果
の無視である。欧米の先行研究 15）にならい表
2 における研究の全てが所得効果を考慮してい
ない。しかし，欧米における最近の研究では所
得効果は有意に推定されている（Kleven and 
Schultz 2014, Lin and Tong 2017）し，そもそ
も表 1 で示したように，日本のデータを用いた
労働供給関数の推定においても，有意な所得効
果が確認されている16）。また，高賃金率の消費
者の場合，労働供給の後方屈折が起こらないこ

14）内閣府政策統括官（2001）は，「国民生活調査」からの収入に税制変更前の制度を適用して課税所得を算定
している。一方，北村・宮崎（2013）は「全国消費実態調査」から各世帯員の収入を算定しているが，世帯
員によって収入が確定できないので，一定の仮定のもとでの世帯収入の割り当てを行っている。中高齢者を
対象とする「中高年横断調査」を利用している上村ほか（2016）では，同調査の「働いて得た所得（月額）」
を年額に変換し（×12），それに一定の仮定の下で算定した乗数を掛けることで賞与込みの給与収入を算定し
ている。

15）Gruber and Saez（2002）の研究で所得効果が有意でないことを理由に，多くの欧米の研究では所得を含
まない回帰モデルが用いられている。
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とも考えにくい。これらを鑑みると，就労収入
や課税所得を利用した推定においても，所得効
果が存在しないと考えるのは難しいだろう。既
述の通り，所得効果を把握する変数としては実
効所得が用いられるが，実効所得は限界税率の
関数であるから内生変数となる。したがって，
所得効果を考慮しない研究では攪乱項と相関し
た変数が欠落していることになり，欠落変数に
起因した内生性の問題が強く疑われることにな
る。
　第 2 は，標本選択の問題である。例えば，高

額所得者を標本とする場合，被説明変数（収入・
課税所得）に基づいて標本が選択される。また，
典型的な研究では被説明変数は対数変換される
から，収入や課税所得がゼロである観測値は標
本から排除される。いずれの場合も被説明変数
によって標本が選ばれることになるので，標本
選択の問題が懸念される。
　第 3 は，回帰モデルが 2 時点間（t と t＋k）
の階差モデルとして推定される場合，説明変数
の内生性に十分に対処できていない可能性であ
る。まず，次のような収入 yit を表す回帰モデ

16）表 1 に見られるように DCM を利用した推定は必ずしも所得効果は推定されていないが，二次形式で特定
化された効用関数のパラメータは有意に推定されている（＝効用関数は準線形型ではないことが示されてい
る）ため，所得効果の存在は自明である。

表２　所得の弾力性

データソース 対象 弾力性 データ形式

内閣府政策統括官
（2001）

国民生活基礎調査（厚
生労働省）より集計

課税所得 0.074 2 期間 2 所得階層

八塩（2005）
税務統計から見た申告
所 得 税 の 実 態（国 税
庁）より集計

事業所得（所得控除前）
3,000 万円以上

－0.014～0.077 4 期間 2 所得階層

北村・宮崎（2013） 全国消費実態調査

課税所得（上位 0.25％） 0.29～0.64

2 期間繰り返し横断課税所得（上位 0.5％） 0.21～0.66

課税所得（上位 1％） －0.02～0.85

上村・北村・金田
（2016）

中高年者縦断調査（厚
生労働省）

課税所得（50 歳～64 歳）

－1.956（2006-07） 2 期間及び 6 期間繰
り返し横断－0.985（2005-10）

－5.216（2007） 1 期間及び 5 期間差
分パネル－1.523（2006-10）

給与収入（50 歳～64 歳）

－7.559（2006-07） 2 期間及び 6 期間繰
り返し横断－2.544（2005-10）

－11.908（2007） 1 期間及び 5 期間差
分パネル－11.162（2006-10）

栗田（2019） 日本家計パネル調査

課税所得額に扶養控除適
用額を加えたもの（100
万円以上 1 億円未満）

0.7 前後
2 期間パネル（差分
横断）

総合課税対象収入（100
万円以上 1 億円未満）

0.5 前後

Miyazaki and 
Ishida（2022）

高額納税者公示（国税
庁）

課税所得（納税額 1,000
万円以上東京在住者）

0.158～0.226
2 期間パネル（差分
横断）
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ルを考えよう。

lnyit＝η・lnpit＋ci＋uit

ここで，pit は net-of-tax rate（pit≡1－Tt′（yit）），ci

は観察されない異質性，uit は攪乱項である。なお，
添え字 t は時点を，i は個体を表す。観察されな
い異質性 ci を除くため，階差をとると，

lnyit＋k－lnyit＝�η・（lnpit＋k－lnpit）＋uit＋k－uit

を得る。しばしば，この階差モデルにおいては，
平均への逆行（mean reversion）17）に対処する
と称して，初期時点の被説明変数のスプライン
S（yit）が追加的な説明変数として加えられる。

ln yit＋k－ln yit＝η・（ln pit＋k－ln pit） 
　　　　　　　＋ξ・S（yit）＋uit＋k－uit

しかし，yit＝exp｛η・ln pit＋ci＋uit｝であるから，
S（yit）と階差モデルの誤差項 uit＋k－uit は明ら
かに相関する。
　内生性の問題はこれだけではない。超過累進

課税の下での限界税率（T′）は yit に依存する
から，明らかに yit から pit への逆の因果が存在
する。先行研究では，この内生性に対処するた
め税制変更を跨ぐように t 期と t＋k 期を設定
し，次のような操作変数を利用する。

Δln p̂ it+k（yit）≡�ln［1－T′t＋k（yit）］－ln［1－T′t（yit）］

ここで T′t＋k（yit）は，t＋k 期の税制を制度変更
前の個体 i の t 期における収入に適用すること
で得られる限界税率である。しかし，この操作
変数は，S（yit）と同様に階差モデルの誤差項
uit＋k－uit と明らかに相関するため，妥当な操作
変数ではない。
　また，税制変更の対象となる（と考えられる）
所得層を表す二項変数を操作変数に利用する研
究も多い。しかし，自身が属する所得層は被説
明変数（＝収入や課税所得）によって決定され
ることを考えると，これもまた妥当な操作変数
とは言いがたい。

Ⅳ．社会厚生と最適最高税率

　前節までは単一の個人の効用変化に焦点を当
てて議論を展開してきた。しかし，実際の経済
は多様な消費者から構成されており，所得税制
も超過累進制度のように，人々の異質性に対応
できるような構成となっている。以下では，こ
の異質性の源泉を賃金率もしくは就労収入に見
いだし，異質な消費者を前提とする，労働所得
課税に係る最適課税理論について紹介しよう。

Ⅳ－１．設定
　賃金率が異なる複数の消費者を考える。以下

では，それら消費者の各々を添え字 i で表す。他
は今までのモデルと同一である。消費者 i の最適
化問題は

� （44）

となる。効用関数の形は消費者間で同一と仮定
する。内点解を前提とすれば，消費者は式 44
からの 1 階の条件

⎛
⎝

⎞
⎠ci, Wi

yimax u s.t. ci＝yi－T（yi）
c, y

17）平均への逆行とは，ある時点で所得が高く（低く）なると，次の時点の所得は減少（増加）しやすいとい
う現象を指している。これはある時点で所得に正（負）のショックが発生すると，次の時点の所得に負（正）
のショックが発生しやすいことを意味するから，そもそもは攪乱項 uit の負の系列相関 cov（uit ＋ k,uit）＜0 と
してモデル化されるべきものであろう。
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と予算制約（ci＝yi－T（yi））を満たすように，
就労収入を決定する。消費者の効用関数 u（・）
の形状や税額・給付額を表す租税関数 T（・）
の形状は同一であるから，yi＝y（Wi），および，
ci＝c（Wi）と表記できる。ここから，消費者 i
の間接効用関数も，以下のように Wi の違いの
みによって説明される。

賃金率は個人の「稼得能力」を表していると解
釈すれば，消費者の効用水準は能力に応じて異
なることになる。
　最適な税制 T（・）は，以下のサミュエルソ
ン＝バーグソン型の社会厚生関数を最大化する
ように決定される。

S＝S（U1,…,UN）

この各消費者の効用を引数とする関数は，N 人
の消費者から構成される社会における社会厚生
水準 S を表し，この社会厚生水準 S が大きい
ほど当該社会の状況が好ましいと判断され
る18）。以下では，社会厚生関数を各消費者の効
用に関して分離的な関数

として特定化する。ただし，ψ′＞0，及び，ψ″＜0
である。

　ここで，N 人の能力は以下の J 個の値のうち
いずれかをとるとしよう。

W 1＜W 2＜…＜W J－1＜W J

等しい能力 W j を有する消費者は，同一の消費
額 cj＝c（W j），就労収入 y j＝y（W j），及び，効
用水準 U j＝v（W j）を得るから，まとめてタイ
プ j として扱う。ここで，タイプ j に属する者
の数を N j とすると，社会厚生関数は

と再表記できる。なお，目的関数に定数を掛け
ても最適化問題の解は変わらないから，以下で
は，上記に定数（1/N）を掛けた目的関数

� （45）

を利用する。ただし，重みωj≡Nj/N はタイプ
j の人数比率である。
　政府が社会厚生関数（式 45）を最大化する
際の制約は 2 つある。ひとつは政府の予算制約

である。ここで R は非負の定数であるが，税収
が全て給付に利用される場合は R＝0 となる。
個人の予算制約より T（yi）＝yi－ci であるから，
政府の予算制約は

と再表現できる。この場合も，両辺に定数を掛
けても制約の意味は変わらないので，

⎛
⎝

⎞
⎠ci, Wi

yi∂u

∂ci,
（1－T′（yi））・

⎛
⎝

⎞
⎠ci, Wi

yi

Wi

1
∂u

∂hi,
＝－

⎛
⎝

⎞
⎠c（Wi）, 

Wi

y（Wi）Ui＝v（Wi）≡u

∑
i＝1

N

S＝S（U1, …, UN）＝ ψ（Ui）

＝∑
i＝1

N

ψ（v（Wi））

∑
i＝1

N

S＝ ψ（v（Wi））＝∑
j＝1

J

ψ（v（W j））・N j

＝∑
j＝1

J

ψ（v（W j））・ωj

N
S

∑
i＝1

N

T（yi）＝R

∑
i＝1

N

（y（Wi）－c（Wi））

＝∑
j＝1

J

（y（W j）－c（W j））・N j＝R

18）社会厚生関数やその実証分析の応用についての導入的な解説については，林ほか（2008）や林（2020）を，
より進んだ解説については，Boadway and Bruce（1984）や Aller（2016）を参照。
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� （46）

とタイプ別の人数比率ωj を重みとする 1 人当
たりの値として表現する。ただし，r＝R/N で
ある。
　いまひとつの制約は自己選択制約である。標
準的な設定では，政府は個人 i の収入 yi のみ観
察可能で，その能力 Wi や労働時間 hi は観察で
きないと仮定される。この情報の非対称性が存
在する状況では，特定のタイプ j の個人が政府
を騙すことで，他のタイプ k の為に用意された
仕組みを利用する可能性がある。したがって，
あるタイプに属する個人が，他のタイプの為に
用意された制度の下で実現する消費と余暇（消
費と収入）の組み合わせより，自己のタイプの
為に用意された制度の下で実現する消費と余暇
の組み合わせを望む必要がある19）。つまり，

� （47）

という条件である。
　社会的に最適な税制を選択するという作業
は，制約 46 と 47 の下，式 45 を最大化する租
税関数 T（W j）＝y（W j）－c（W j），つまり，c（W j）
と y（W j）の組み合わせを選択する作業となる。

Ⅳ－２．最適制御問題を利用した解法
　前項における設定は問題を直感的に理解する
際には有用ではあるが，最適な租税関数を求め
る場合には都合が悪い。最適な租税関数を特徴
付けるためには，前節のように消費者の稼得能
力を離散的に扱うのではなく，Mirrlees（1971）
が行ったように稼得能力を連続的に扱う方が容
易である。つまり稼得能力を連続変数 W とし
て捉え，その分布を累積確率分布 F（W）およ
び密度関数 f（W）＝F′（W）によって特徴付ける。
この場合，式 45 に対応する社会厚生関数は

� （48）

と表記され，式 46 に対応する政府の予算制約は

� （49）

と表記される。ここでは，消費者の「人口」は
1 に基準化され，積分記号∫は式 45 と式 46 の
総和記号Σに，密度関数 fdW は式 45 と式 46
の比率ωj≡N j/N に対応する。さらに，式 47
に対応する自己選択制約は

� （50）

と表現できる20）。
　したがって，この問題は，v（W）を状態変数，
y（W）を統制変数とした最適制御問題として定
式化できる。そこでは，W の値に沿って，消

∑
j＝1

J

（y（W j）－c（W j））・ωj＝r

⎛
⎝

⎞
⎠c（W j）, 

W j

y（W j）
u

∀j≠k≥u⎛⎝
⎞
⎠c（W k）, 

W j

y（W k）

ψ（v（W））・f（W）dW∫
0

∞

S（W）＝

（y（W）－c（W））・f（W）dW＝r∫
0

∞

dW
dv

＝－
∂h
∂u

W
h

19）具体例としては，収入のみに基づいて，高い能力の個人に課税をし，低い能力の個人に給付を行うというケー
スが分かりやすい。この仕組みでは，高い能力を有した者が労働時間を調整し低い収入を得ることで，課税
を逃れるとともに給付を受け取ることが可能になる。問題は，そのような就労調整を行う動機が個人にある
かどうかである。そして，ここでの自己選択制約は，能力の高い個人にそのような動機をもたせないという
条件になる。

20）この自己選択制約は以下のように求められる。比較の基準となる者（自分）の能力 W と比較対象になる者
（他者）の能力 W′を考える。能力 W′の他者が能力 W の自分向けの制度を利用しない場合，彼らが得る効
用 v（W′）の値は最低でも u（c（W）, y（W）/W′）と等しくなる（v（W′）≥u（c（W）, y（W）/W′））必要がある。
ここで W′＝W＋δとすると，v（W′）＝v（W＋δ）＝v（W）＋δdv（W）/dW，及び，u（c（W）, y（W）/（W＋δ））＝
u（c（W）, y（W）/W）＋δ（∂u/∂h）・d（y（W）/W）/dW と近似でき，v（W）≡u（c（W）, y（W）/W）であることを
利用すると，δdv（W）/dW＝（∂u/∂h）・d（y（W）/W）/dW を得る。この最後の表現を整理すると式 50 となる。
なお，これは必要条件であり十分条件ではない。この必要条件の下で，自己選択制約が成立するための十分
条件は dy（W）/（dW≥0）であることが知られている。
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費 c（W）と効用 v（W）の最適な経路が求めら
れ，また，v（W）≡V（c（W）, y（W）, W）を利用
して，収入 y（W）の最適経路が求められるから，
これら消費と収入の経路より，最適な租税関数
T（y（W））＝y（W）－c（W）が導出される。

Ⅳ－３．労働供給の弾力性と最適税率
　前項の設定のまま解析的に最適税率を特徴付
けることは可能であるが，その解釈自体は十分
に示唆的ではない（Atkinson and Stiglitz 1980, 
pp. 412-419）。したがって，後に続く研究では，
効用関数や社会厚生関数を特定化し，尤もらし
いパラメータ値のもとで最適税率が数値計算さ
れてきた（e.g., Tannien et al. 2019）。
　その一方で，効用関数を扱いやすい形に特定
化し，解析的に意味があるフォーミュラも導出
されている。特に Diamond（1998）は，効用
関数が準線形（式 5）である場合，既述の最適
制御問題の 1 階の条件から以下の表現を導出し
ている21）。

� （51）

この表記は以下のように解釈できる。
　第 1 に，式 51 の左辺は消費（税引き後所得）
c の限界税率（dT/dc）である。予算制約より
dc＝dy－T′dy，並びに，租税関数より dT＝T′
dy を得るから，それらを利用すると，

を得る。したがって，式 51 の値が得られれば，
就労収入の限界税率は T′＝（dT/dc）/（1＋dT/
dc）＝1/（1＋1/（dT/dc））として算定できる。

また，この算定式から，消費の限界税率 dT/dc
が増加すると，就労収入の限界税率 T′も増加
することが理解できる。
　第 2 に，式 51 の右辺第 1 括弧は，Ⅱ節およ
びⅢ節でみた税の歪みを反映している。η（W）
は，稼得能力 W を有する消費者の労働供給の
賃金率弾力性である。括弧内の値は弾力性が大
きいほど（労働供給が価格に敏感に反応するほ
ど）小さくなるから，他の条件が等しければ，
それに応じて限界税率も低くなる。なお，準線
形の効用関数では所得効果は存在しないから，
この値は補償弾力性と一致し，正の値をとる。
　第 3 に，式 51 の第 2 括弧は上位能力者の社
会的軽視度を表し，この値が大きくなるほど限
界税率は高くなる。第 2 項の分子における 1－
F（W）は（人口を 1 に基準化した場合の）W よ
り上位の能力者の規模であるから，それで割ら
れている同分子は同上位能力者達の効用の限界
社会厚生の平均値と解釈できる。一方，全人口
規模が 1－F（0）＝1 と表されることに留意する
と，第 2 項の分母は消費者全員の効用の限界社
会厚生の平均値と解釈できる。したがって，第
2 括弧内の第 2 項は，上位能力者達の相対的な
社会的重要度となる。この値を 1 から引いた残
りが第 2 括弧の値であるから，社会厚生関数が
W より上位の能力者を相対的に低く評価するほど
限界税率は増加することになる。また，W が高い
者ほどψ′（∙）は低くなるため第 2 項は 1 以下とな
り，第 2 括弧の値は非負であることもわかる。なお，
最も低い稼得能力 W を有する消費者にとって， 
第 2 項の分子は∫W

∞ψ′（v（s））f（s）ds/（1－F（W））＿  
＝∫0

∞ψ′（v（s））f（s）ds/（1－F（0））となるため，
第 2 項の値は 1 となる。したがって，最低稼得
能力者にとって第 2 括弧の値はゼロになり，そ
の最適な限界税率もゼロになる。
　最後に，第 3 括弧は賃金率の分布のうち，W
の値をとる者の位置を特徴づけている。稼得能
力の上限 W＊が存在する場合，第 3 括弧の分子
は 1－F（W＊）＝0 となるから，最も高い稼得能

⎛
⎝

⎞
⎠1－T′（y（W））

T′（y（W）） ＝ 1＋
η（W）

1

・⎛⎝
⎞
⎠1－

∫0
∞ψ′f（s）ds/（1－F（0））

∫W
∞ψ′f（s）ds/（1－F（W））

⎛
⎝

⎞
⎠W・f（W）

1－F（W）
・

dc
dT

＝ ＝
dy－T′dy

T′dy
1－T′
T′

21）最適制御理論を用いた式 51 の導出については，Salanié（2011, pp. 101-105）を参照。

- 20 -

課税と給付の経済学―最適労働所得課税論を巡って―

04_CW6_AY284D01.indd   20 2023/02/27   11:44:46



力 W＊を有する消費者が直面する最適限界税率
もゼロとなる。つまり，最も高い能力をもつに
もかかわらず，限界的な税負担から免れること
ができる。一方，稼得能力の上限が存在しない
ならば W の有限値では 1－F（W）＞0 となるの
で，限界税率も正の値をとる。

Ⅳ－４．就労収入の弾力性と最適税率
　前項では能力 W に関し最適限界税率を特徴
づけたが，Saez（2001）は能力 W の代わりに
就労収入 y を用いて最適税率を特徴付けてい
る。Saez（2001）の定式の利点は，実際の限
界税率のように最適な限界税率が収入に紐付け
られることに加え，その定式自体を以下のよう
に直感的に導出できる点にある。
　以下では，収入 y から y＋δまで（δ＞0）の
収入区間［y, y＋δ）に適用される限界税率 T′を
増加させることの帰結を考える。なお，ここの
値 y は変数ではなく，具体的な所与の値である
ことに留意したい。なお，ここでも準線形の効
用関数（式 5）と予算制約 c＝y－T（y）を前提
とする一方で，就労収入 y の分布は累積確率分
布 Q（y）と確率密度分布 q（y）＝Q′（y）で表現す
る。また，消費者の人口規模は 1 に基準化する。
　まず，限界税率の増加が適用される区間を「標
的区間」，税率変化前に標的区間の収入 y∈［y, y
＋δ）を稼得していた消費者を「標的」と呼ぶ。
標的への効果は以下のように導出できる。限界
税率変更による標的の収入変化を d y とする
と，その収入変化による標的各人の税額変化は
dT＝T′（y）d y となる。区間の幅δが十分小さ
い場合，標的の規模は q（y）δ（＝密度×幅）と
して近似できるから，標的全員からの税収変化
は q（y）δT′d y となる。ここで就労収入の弾力

性の定義を用いると22），標的全員からの税額変
化は

� （52）

と再表現できる。この収入変化（d y）による
標的各人の効用変化は dU＝（1－T′－b′/W）d y
となるが，微少な変化の場合は，1 階の条件
（1－T′＝b ′/W）により効用は変化しない
（dU＝0）ことが理解できる。
　次に，標的区間の上限 y＋δより上位の区間

［y＋δ, ∞）を「上位区間」，収入 ŷ∈［y＋δ, ∞）
を稼得する消費者を「上位者」と呼ぶ。ここで
は上位者への効果を考える。上位者各々が支払
う税額の変化はδdT′（y）と近似でき23），上位
者の規模は 1－Q（y＋δ）と表されるから，上
位者全員の税額変化は以下のように表現できる。

（1－Q（y＋δ））δdT′（y）� （53）

　上位者各人の税額変化（δdT′（y））は，彼ら
より収入が下位に位置する標的区間での限界税
率変化による。その変化は上位者が直面する価
格は変えないため，上位者の就労収入に影響を
与えるのは所得効果のみとなる。しかし，効用
関数は準線形であるから，上位者の就労収入 ŷ
は変化せず，消費のみが税額の増加分だけ減少
する（dc＝－δdT′（y））ことになる。この結果，
上位者の効用変化 dU は，準線形の仮定（式 5）
より，以下のように表現できる。

dU＝dc＝－δdT′（y）� （54）

上記をまとめると標的区間における限界税率の
微少な増加は，標的からの税収増加（式 52）
と上位者からの税収増加（式 53）をもたらす。
その一方で，その増加は，上位者の効用だけを

q（y）δT′（y）dy＝－q（y） eyδdT′（y）
1－T′（y）
T′（y）

‾ ‾

22）この弾力性の定義は e≡（（1－T′）/y）/（d y/d（1－T′））である。d（1－T′）＝－dT′に留意し，この定義を d y
について解けば，d y＝－dT′・e・y/（1－T′）を得る。

23）これは図 2 を用いて説明しよう。図 2 ではブラケットを労働時間で計っているので，δ＝（H2－H1）W と理解
できる。ここで m2 がΔm2 変化する（Δm2 ≅ dT′（y））と，第 3 ブラケット（及びそれより上位のブラケット）
における実効所得（m2－m1）WH1＋（m3－m2）WH2 が－（H2－H1）WΔm2＝－δΔm2 変化することが理解できる。
ここで第 3 ブラケットの限界税率 m3 は一定に保たれているので，第 3 ブラケットで選択をしている消費者に
とって，Δm2＞0 の場合，この実効所得の変化－δΔm2 は δΔm2 分の定額税の増加と同値となる。
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減少させる（式 54）。
　社会にとって政府収入 1 単位の社会的価値と
上位者の効用増加 1 単位の社会的価値は同じで
はない。したがって，これらの数量を社会的な
評価として比較可能にする必要がある。
　まず，個人効用（式 54）の評価である。個
人の効用変化（－δdT′（y））の社会的重要性は
収入に応じて異なる。この社会では，収入 s を
稼得する者の効用の増加 1 単位はウエイト
γ（s）で評価されるとしよう。なお，不平等回
避的な社会においては，γ（s）は収入 s が増え
るに従い減少する（γ′（s）＜0）。このウエイト
を利用すると，上位者全員の効用変化の社会的
価値は，

�
（55）

と表記できる。この上位者各人の効用減少（式
55）の社会的価値を，政府収入の増加（式 52＋
式 53）と比較するためには，政府収入の変化を
社会的価値に転換する必要がある。そのための
乗数をλと表すと24），式 55 と比較すべき政府
の税収変化（式 52＋式 53）の社会的価値は

�

（56）

となる。最適な限界税率は，社会的限界純便益
（式 55＋式 56）がゼロになる税率である。し

たがって，等式（式 55＋式 56＝0）を整理する
と25），

� （57）

を得る。ただし，　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　 は，社会における上位者の
限界的な重要度を表している26）。
　式 57 は式 51 と類比的である。式 57 の右辺
第 1 括弧内の弾力性の表記は若干異なるが，式
51 と同様，弾力性 e が増加すると最適限界税
率は低下する。第 2 括弧内の第 2 項の解釈も式
51 のそれと同様であり，上位者の限界的な社
会的重要度を示している。したがって，上位者
の重要度が低くなる程度に応じて，税率は高く
なる。また同様に，最低収入を得ている者の税
率はゼロになる。最後に，能力の分布の代わり
に収入の分布が用いられているが，第 3 括弧内
の表現も式 51 と類比的である。ここでも収入
の上限 y＊が存在すると，1－Q（y＊）＝0 より，
この最高収入を得ている者の最適税率はゼロと
なる。

Ⅳ－５．最適最高税率の推定
　式 57 から理解できるように，収入の弾力性 e，
上位者の社会ウエイト g（・）/λ，及び，収入の
分布 Q（y）を算定できれば，収入 y に関して最
適な限界税率のスケジュールを算定出来る。実
際，幾つかの先行研究はこれらに適当な値を当
て嵌めて，複数の最適課税スケジュールを算定
している。利用されるパラメータ，効用関数の

γ（s）dUq（s）ds∫∞

s＝y＋δ

＝－δdT′（y）∫∞

s＝y＋δ
γ（s）q（s）ds

λ・ －q（y） ey
1－T′（y）
T′（y）

‾
⎧
｜
⎨
｜
⎩

δdT′（y）＋（1－Q（y＋δ））
⎫
｜
⎬
｜
⎭

＝ ・（1－g（y））・e
1 ⎛

⎝
⎞
⎠y・q（y）

1－Q（y）
1－T′（y）
T′（y）

‾

g（y）≡λ－1 ∫∞
s＝y＋δγ（s）q（s）ds/（1－Q（y））‾

∈［0, 1］g（y）≡λ－1 ∫∞
s＝y＋δγ（s）q（s）ds/（1－Q（y））‾

24）この乗数は政府収入 1 単位が社会的にどれだけの価値をもつかを表すのであるから，それは各消費者に 1
単位の定額給付を行った場合の限界的社会厚生λ＝∫0

∞γ（・）q（s）ds として解釈できる。ただし，ここでは式 55
におけるウエイトの用法より，ベンサム型の分離的な社会厚生関数を想定している。なお，式 48 の表記を用
いれば，ψ′（・）＝γ（・）となる。

25）式 55＋式 56＝0 について，税率を変化させる収入の幅 δは微少（δ→0）であるから，y＋δ→y，及び，
y→y として，残った等式を整理する。

26）ψ′（・）＝γ（・）であり，1＝1－Q（0）であるから，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と表記でき
る。つまり，人口規模が 1 に基準化されているので，λは，社会の構成員全員の限界社会厚生の平均値（1
人当たり値）として解釈できる。また，g（y）の分母 　　　　　　　　　　　　 も 1－Q（y）は上位者の人
口であるから，上位者 1 人当たりの限界社会厚生（平均値）と解釈できる。限界社会厚生は高収入者のほう
が低くなるから，それらの平均値は全体（分母）よりも，上位者（分子）のほうが小さくなり，g（y）の値は
1 より小さい値となる。

λ＝∫0
∞ψ′（・）q（s）ds＝∫0

∞γ（・）q（s）ds/（1－Q（0））
∫∞

s＝yγ（s）q（s）ds/（1－Q（y））

- 22 -

課税と給付の経済学―最適労働所得課税論を巡って―

04_CW6_AY284D01.indd   22 2023/02/27   11:44:46



形状，社会厚生関数の形状等で結果は異なるが，
算定された最適税率表は，多くの場合，必ずし
も超過累進にはならない（e.g., Boadway 2012）。
例えば，収入に上限が存在する場合，最も高い
収入を稼得する者の限界税率はゼロになる。
　特定の仮定に基づかざるを得ない社会厚生関
数の形状は別にして，他のパラメータや効用関
数については適切なデータを反映した推定値を
得る努力が必要である。しかし，全ての収入水
準に関して，必要なパラメータを適切な方法に
基づいて推定することは容易ではない。そのよ
うな背景もあって，最適な限界税率の算定は一
部の収入区分，特に，高額所得者を対象にした
最高税率の算定に絞って展開されてきた。しか
しながら，まだ課題も多い。
　第 1 に，日本における弾力性の推定値に関し
ては，前節で見た通り，未だ信頼できる推定値
は得られていない。特に高額所得者に関しては
公的統計では上手くサンプリングされていない
こともあり，個票単位での税務データの利用が
必須となっている。また，弾力性の値が収入に
関わらず一定とは考えにくいから，収入水準に
応じて異なる弾力性を推定する必要がある。
　第 2 は，社会ウエイト g（・）/λの数値に関す
る。このウエイトは，社会厚生関数の導関数で
ある限界的社会厚生関数の形状，並びに，個人
の効用関数から導出される所得の限界効用に依
存する。準線形の効用関数では所得の限界効用
は 1 であるから個人効用にかかる配慮は不要と
なるが，本来は，所得水準によって変化する所
得の限界効用も視野にいれて検討を加える必要
がある27）。しかし，g（・）/λの値に係る日本の
先行研究をみると，機械的に 0 から 1 までの値
を適当に振り分けて算定しているようだ。
　第 3 に，収入分布の正確な把握も必要である。
全ての収入に関する最適税率スケジュールを描
く場合は，当然，収入分布全てを正確に推計す

る必要がある。式 51 が必要とする能力（賃金
率）の分布よりは把握が容易であると考えられ
るが，既述のように収入区分によっては十分な
サンプリングがされているとは言い難く，限界
もあろう。
　なお，高額所得者の収入分布を特徴づける場
合にはパレート分布が多用されている。これに
は当該分布が高額所得者の収入分布を上手く近
似できるという考えが広く共有されていること
もあるが，パレート分布を前提とすると式 57
の第 3 括弧内の値を，以下のように 1 つのパラ
メータで簡便に表現できることもその要因であ
ろう。
　パレート分布の密度関数は

と定義されるから，パレート分布を用いると式
57 の第 3 括弧は

と，パレート係数と呼ばれるひとつのパラメー
タαで表現できる。なお，αの値が大きくな
るほど分布の散らばりは小さくなる28）。
　日本の高額所得者の分布に係る実証分析は多
くないが，パレート係数については幾つかの推
計値がある。青木（1979）は，1977 年の「家
計調査」を用いて，パレート係数をα＝1.3 と
している。溝口（1987）は，高額納税者公示か
らの上位 3,000 人を用いて，1962 年から 1982
年までのパレート係数を算定している（75 年
～82 年の単純平均はα＝2.54）。一方，岩本・
濱秋（2008）は 97 年・2000 年・2003 年の「国
民生活基礎調査」からの総所得が 2,000 万円以
上のデータを用いてα＝3 と推計している。最

q（y :α, β）＝
y1＋α

αβα

＝
y・q（y）
1－Q（y）

yαβαy－1－α

∫∞
s＝yαβαs－1－αds

＝
yαβαy－1－α

αβα・（lim－α－1s－α＋α－1y－α）s→∞

α
1

＝

27）式 57 は簡素化のため所得効果の無い個人効用（準線形）を前提としているが，一般的な効用を前提にした
同様のフォーミュラも導出されている。この場合，非補償弾力性と所得効果を分離して推定する必要がある。
詳しくは Saez（2001）を参照のこと。

28）ただし，パレート分布の 2 次モーメント（分散）は α＞2 でないと存在しない。
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後に國枝（2012）は 2003 年の高額納税者公示
の上位 7,000 人を利用し，大凡α＝2.02～2.40
の推計値を得ている。
　ただし，これらの研究が利用したデータにも
課題がある。「家計調査」や「国民生活基礎調査」
の場合，高額所得者のサンプリングが十分でな
い。また，高額所得者公示に関しては現在では
公示されていない。データが存在する期間で

あっても，1983 年以降は納税額のデータしか
なく，課税所得や就労収入は幾つかの仮定の下，
納税額から逆算するしかない。さらに，調査票
から得られる所得（収入）の種類は，本節にお
ける理論が前提としていない，非労働所得も含
まれている。いずれにせよ，より精度が高い推
計のためには実際の税務データの個票情報が必
要となる。

Ⅴ．離散選択と低所得者への補助

　今までの議論は全ての消費者が常に正の労働
量を供給することを前提としていた。つまり，
どれだけ就労するかという連続的な時間調整
（intensive margin）の問題であり，就労をす
る・しないという離散的な就労参加（extensive 
margin）の問題ではなかった。後者の離散的
な選択を前提とすると，就労時間調整のみを前
提とする場合とは異なった理論分析が得られる
ことが知られている。また，前節では高額所得
者に係る最適税率を議論したが，離散的な意思
決定に係る考察は，低所得者への課税・給付を
考える際により適した分析になると考えられる。

Ⅴ－１．離散選択モデル
　以下では，Saez（2002）による離散選択モ
デルを紹介しよう。ここではⅣ-1 のように，消
費者 i の賃金率（能力）が J 個の値

W 1＜W 2＜…＜W J－1＜W J

のうちいずれかの値をとるものとする。これら
J 個のタイプの消費者の選択は，特定の時間で
働くか否かという選択に限られる。つまり，いっ
たん賃金率 W j の仕事を選ぶと，固定された労
働時間 h j を働かねばならず，その結果，就労
収入 y j＝W jh j も固定されると仮定する。
　したがって，租税関数は，

T（yj）＝1（work）・T j＋（1－1（work））・T  0

と表現できる。ここで，1（work）は，就労時
に 1 となり，非就労時に 0 となる 2 項変数であ
る。また，T  0 は働かないとき（収入がゼロの時）
に給付される移転額である。ここで T  j は税額
として定義されているので，T  0＜0 となる。
　ここでも準線形の効用関数を想定する。ただ
し，今までと異なり，余暇からの効用部分 bi（・）
が消費者毎に異なると仮定する。なお，同一タ
イプ j に属する消費者 i の間では，就労する場
合，収入は同一なので，税額も同一である。
　タイプ j に属する消費者 i が就労する場合の
効用は

と表現できる。予算制約（c＝y－T）により，
消費（税引き後収入）はタイプ内で均一になる
（ci＝c j＝y j－T j）その一方で，余暇からの効
用の水準 bi（1－y j/W j）は個人間で異なる。
　タイプ j に属する消費者 i が不就労の場合，
その効用は

と表記できる。この場合，ci＝c0＝－T  0 となる
ので，どの消費者のタイプであっても，効用水

⎛
⎝

⎞
⎠1－

W j

y j

Ui
j1＝c j＋bi

Ui
j0＝c0＋bi（0）
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準は同一の値となる。
　上記より，　　　　　  ，つまり，

（c j－c0＞bi（0）－bi（1－y j/W j）� （58）

ならば，タイプ j の消費者 i は就労する。なお，
同一タイプの個人間では c j－c0 は同一の値をと
るが，bi（0）－bi（1－y j/W j）は個人毎に異なる
ため，同一タイプ内でも就労者と不就労者が混
在することになる。また，税額は c j－c0 を変化
させるが，bi（0）－bi（1－y j/W j）には影響を与
えない。したがって，タイプ j の就労者数 xj に
対する税の影響は，関数

xj＝xj（c j－c0）

として表現できる。ただし，x′j≡dxj/d（c j－c0）＞0
である。この関数を用い，就労者数の弾力性（以
下，「参加弾力性（participation elasticity）」と略）
を

� （59）

と定義する。ここで，人口規模を 1 に基準化す
ると，不就労者の規模は

と表記できる。

Ⅴ－２．離散選択下での最適税率
　タイプ j の就労者にかかる税額が微少に増加
（dT j＞0）する場合を考えよう。まず，課税
前にタイプ j の消費者が就労している場合，①
そのまま就労を続ける場合と②就労を止める場
合の 2 つの可能性がある。①となる消費者の効
用水準は増税額分だけ減少する（dU j＝－dc j＝
－dT j）29）。dT j の大きさは微少であるから，②
となる消費者は殆ど 　　　　 であった消費者

である。したがって，彼らの効用は殆ど変化し
ないと考えて良い。次に，課税前にタイプ j の
消費者が不就労である場合，③増税後もそのま
ま不就労である場合と④増税によって就労を開
始する場合が考えられる。③の消費者は引き続
き課税されないため，増税の後でも効用は変化
しない。なお，増税によって就労から得られる
効用が更に下がることになるので，④のケース
は理論的には考えられない。したがって，ここ
では効用が変化する①の場合のみを考慮すれば
良い。
　前節と同様，各消費者の効用変化に付す社会
的ウエイトγを考える。ただし，ここで社会的
ウエイトは消費額 c に依存30）し（γ＝γ（c）），消
費額とともに逓減すると仮定する（γ′（c）＜0）。
既に見たように，就労者の消費額は，タイプ間
では異なるがタイプ内で同一となるから，タイ
プ j の就業者 i は全て同じウエイトγ  j≡γ（c j）
が付される。したがって，タイプ j の就労者各々
の効用変化は dU j＝－dT j であるから，彼ら全
員 x    j 人の効用変化の社会的価値は，

－γjxj dT j� （60）

と表記できる。
　最後に政府収入の変化を考える。税収はタイ
プ j の就労者 1 人から dT j 増えるから，ⓐ全体
の税収増は xj dT j となる。しかし，この増税に
より，不就労者も増加する。就労を止めると税
額 T j の納付が無くなり，給付－T 0 を受け取
ることになるため，税収が就労停止者 1 人あた
り T j－T 0 減少する。ここで就労者数の変化は
－xj′dT j 人であるから，ⓑ就労者減を経由した
税収変化は－（T j－T  0）xj′dT j となる。ここで，
式 59 を用いて政府収入全体の変化（ⓐ＋ⓑ）
を 表 記 す る と，［1－（T j－T  0）ξ j/（c j－c0 ）］
xj dT j となる。ここで，前節と同様，政府収入
を式 60 の単位に転換する乗数をλと表すと，

Ui
j1－Ui

j0＞0

xj

c j－c0

ξj＝xj′・

∑
j＝1

J

xj（c j－c0）x0＝1－

Ui
j1＝Ui

j0

29）働き続ける場合，就労収入は変化しないから，消費額は増税額分だけ減少する（dc j＝－dT j）。そして，効
用関数は準線形であるから，消費額の減少分だけ効用水準が減少する（dU j＝－dc j＝－dT j）ことになる。

30）この仮定は効用水準を引数とする標準的な社会厚生関数の評価方法とは異なる。Saez（2002）は，政府は
消費や収入しか観察できないことを，この仮定の理由にしている。
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政府収入変化の社会的価値は

� （61）

と表現できる。前節と同様，λは各消費者に
政府収入と同じ単位の財 1 単位を定額給付した
場合の限界社会厚生 　　　　　　  と解釈で
きる31）。
　最適な税額の必要条件は，式 60 と式 61 を足
した社会的限界純便益がゼロになることであ
る。この等式（式 60＋式 61＝0）を整理すると

� （62）

を得る。ここで g j≡γ（c j）/λはタイプ j の就労
者に付される社会厚生ウエイトである。式 62
は，前節までの就労時間調整モデルで示した限
界税率 T′/（1－T′）と同様に解釈できる。第 1 に，
左辺はタイプ j の非就労者が就労選択をする場
合の税引き後就労収入（可処分所得＝消費）を
課税ベースとした限界税率（ΔT/Δc）である。
つまり，就労を開始すると可処分所得（消費）
がΔc＝c j－c0 増えるが，それに伴い税額も ΔT
＝T j－T   0 増える。第 2 に，右辺分子における
g     j は，タイプ j の就労者の社会的ウエイトであ
る。したがって，ウエイトが大きいタイプの就
労者ほど税率は低くなることが分かる。第 3 に，
右辺の分母は，参加弾力性が表す効率性指標で
ある。ここでも弾力性が大きくなれば，税率は
小さくなる。
　式 62 を用いると，以下の 2 つの重要な結果
を確認することができる。第 1 に，最も賃金率
が低いタイプ 1 の税率は負になる。社会的ウエ
イトの定義 g j≡γ（c j）/λ，及び，　　　　　　  
より，

� （63）

を得る。　　　　 と設定しているため，式 63

より g j の平均値は 1 となる。そして，g j の値
は正で，j が大きくなるにつれ小さくなるため，
g1＞1 であると理解できる。式 62 より，g1＞1
ならば，T 0＜0 であるから，T 1＜0 となる。つ
まり，最も賃金が低いタイプの就労者には課税
でなく，給付を行うべきという示唆を得る。こ
の結論は，就労時間調整のみを前提とする前節
における結果（就労収入が低い場合でも限界税
率は非負となる）と異なる。また，この低所得
者に負の課税，つまり，税制を通じて給付を行
うという命題は，就労促進的な還付可能な税額
控除（refundable tax benefits）を理論的に支
持する結果でもある。
　第 2 に，式 62 により離散選択を前提とした
税額構造を特徴づけることができる。式 62 を
移項して整理すると，

� （64）

を得る。ここから，上位タイプでは（j が増加
すると），c j と 1－gj の双方は増加するので，
上位タイプのξj の値が減少しなければ，上位
タイプほど税額が増加することになる。

Ⅴ－３．参加弾力性の推定
　上記のように，消費者の就労選択が離散的で
ある場合でも，最適な限界税率は弾力性（参加
弾力性）に依存する。つまり，ここでも弾力性
の推定が重要になる。この弾力性は，プロビッ
ト・モデルやロジット・モデルのような就労確
率を推定するための 2 項反応モデルによって推
定されることになるが，以下の 2 点に留意する
必要がある。
　第 1 に，参加弾力性の定義（式 59）に従う
限り，就労と不就労の場合の可処分所得（消費
額）の差（cj－c0）に対する就労確率の反応を
推定する必要がある。しかし，標準的な状況で
は就労時か不就労時のいずれかの可処分所得し
か観察できない。この問題に対処するため，例
えば，Meghir and Phillips（2010）は，個人の

λ・ 1－ ξj x jdT j⎛
⎝

⎞
⎠c j－c0

T j－T0

λ＝∑J
j＝0 xjγ（c j）

＝
c j－c0

T j－T0

ξj

1－g j

λ＝∑J
j＝0 xjγ（c j）

∑
j＝0

J

xjg j≡ ＝1
λ

∑J
j＝0 xjγ（c j）

∑J
j＝0 xj＝1

（1－g j）＋T0T j＝
ξj

c j－c0

31）注 24 を参照。
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属性に条件づけた賃金関数を別途推計し，同一
個人の不就労時の賃金を推定している。
　第 2 に，能力（賃金率）別に就労確率を推定
する必要がある。ただし，就労収入別（所得階
級別）の標本を用いれば良いという訳ではない。
というのも，所得階層別の標本には就労者しか
含まれないからである。既述の理論モデルで
は，同一タイプの中に就労者と非就労者が存在
することを前提としていた。したがって，実際
は人的資本に資すると考えられる学歴などの個
人属性によって下位標本を作り，それらを用い
て推定を行うことになろう。既述の負の税率に
係る理論的結果に配慮すれば，収入が低い就労
者・非就労者に絞った実証分析が重要になる。
　日本の労働者を対象にした就労確率の推定は
多々あるが，上記 2 点に配慮した実証分析は存
在しないようだ。ただし，低収入者の就労確率
を扱った研究としては，山田ほか（2013）があ
る。そこでは，生活保護世帯を対象とした「社
会保障生計調査」を利用した世帯×月別パネ
ルデータを用いて，母子世帯の就労確率を推定
している。しかし，そこでは母子加算の復活の
効果が推定の対象であり，上記の参加弾力性が

推定されている訳ではない。また，推定に用い
られた「社会保障生計調査」の世帯数は 177 と
小さく，利用できる標本としては，家計調査の
ように一定期間毎月家計簿を付けることができ
る世帯に限られている。
　その一方で，「被保護者調査」の調査票デー
タを用いることが出来れば，上記の問題に対処
した参加弾力性の推定が可能かも知れない。第
1 に，生活保護制度を利用すれば，不就労時の
可処分所得は最低生活費（生活保護基準額）と
なり，就労時の可処分所得は最低生活費に基礎
控除額を加えた値となる（林 2023）。したがっ
て，就労被保護者に関しては双方のデータが入
手可能である。一方，不就労被保護者に関して
は，当該被保護者が働いた場合の就労収入を推
定する必要があるが，被保護者調査からは多数
の被保護者属性に係るデータが利用可能であ
り32），比較的容易に当該就労収入を推定出来る
と考えられる。第 2 の問題については，山田ほ
か（2013）のように，生活保護受給者全体をひ
とつの下位タイプとみなし，就労および不就労
双方の被保護者データを用いることで，就業確
率を推定することになるであろう。

Ⅵ．さいごに

　本論では，ペダゴジカルな観点から，所得課
税の設計に係る議論の骨格やそこで参照される
べき実証分析を紹介してきた。したがって，本
稿の狙いは，最新研究を含む労働所得課税論を
漏れなくサーベイ・解説することではない。した
がって，さらなる知見を求める読者におかれては，
Boadway（2012），Salanié（2011），Tanninen 
et al.（2019），Kaplow（2022）等を参照されたい。
マーリーズ・レビューに見ることができるように，

最適課税論は単なる理論的論考に留まらず，実
際の課税制度を設計するにあたって極めて有用
な視角を提供する。そして，理論的命題に立っ
た税制の設計には，適切な実証分析が必要とな
る。しかしながら，本稿で見たように，日本では
そのような実証分析は量的にも質的にも十分に
行われているとは言いがたい。これにはデータ
を提供する公共部門と，データを活用する研究
者双方の問題が絡み合っていると考えられる

32）残念ながら「被保護調査」では学歴は調査対象になっていないため学歴毎の分析は不可能であるが，林（2023）
で示されている属性データは利用可能である。
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（e.g., 林 2020）が，近年は，公的統計データの
二次的利用の促進，国税庁による税務データを
利用した共同研究の開始，自治体単位での行政
データの研究利用の拡大など，徐々に公共部門

の対応は前進している。研究者側も，これらの
明るい兆しに歩調を合わせるように，自らの研究
を深化させる必要があろう。
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